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平成２２年度 柳川市財務諸表 

 

１．公会計制度の改革 

 

  今回、地方公会計制度改革に伴う新財務４諸表の作成については、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（財政健全化法）の比率算出のように、法的にその作成義務が自治体に

課せられたものではありません。 

  しかし、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（行革推進

法）」第６２条第１項では「資産債務の実態把握およびそれらの管理体制の状況確認」と「資

産債務改革の方向性及びその具体的方策の策定」が求められています。さらに、同条第２項

では、政府の役割として「地方公共団体に対する上記施策の推進の要請」と「企業会計の慣

行を参考とした貸借対照表その他の財務書類の整備に関し必要な情報の提供、助言その他の

協力」を求めています。すなわち、資産・債務改革にあたり、公会計の整備促進を図ること

を各自治体に求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公会計制度改革の内容 

 

●公会計の整備 

 ① 発生主義の活用及び考え方の導入を図り、 

  「貸借対照表」「行政コスト計算書」「資金収支計算書」「純資産変動計算書」の財務

４諸表を整備。 

 ② 地方公共団体及び関係団体について連結ベースで公会計整備 ⇒ 連結財務書類

の作成。 

●資産・負債管理 

 ① 資産・債務管理については、債務圧縮や財務確保を図る為、未利用財産の売却促

進等に取り組んでいるが、資産債務改革に、より一層積極的に取り組むことが必要。

 ② 財務書類の作成・活用などを通じて資産・債務に関する情報開示と適正な管理を

一層進めるとともに、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等を内容とする、資

産・債務改革の方向性と具体的な施策を策定すること。 
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２．財務諸表とは 

  財務諸表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「資金収支計算書」「純資産変動計算書」 

 の４表のことをいいます。これら４つの表は、下図のとおり相互に関連を持っています。 

 

 【貸借対照表】   【行政コスト計算書】  

 資産 負債   経常行政コスト  

    －  

    経常収益  

  純資産   ＝  
 

歳計現金 純経常行政コスト  

             

                    

 【資金収支計算書】   【純資産変動計算書】  

 収 入   期首純資産残高  

 －   －   

支 出 純経常行政コスト  

 ＝   ＋  

 歳計現金増減額   一般財源・補助金受入等  

 ＋   ＋  

 期首歳計現金残高   資産価値の増減  

 ＝   ＝   

期末歳計現金残高 期末純資産残高  

 

①貸借対照表 

 ・地方公共団体の財政状態を資産、負債、及び純資産により明らかにします。 

 ・地方公共団体が保有する資産（道路・水路等のインフラ、庁舎・学校校舎・市民会館等の

施設）を、どのような財源から調達したかを表します。 

 ・「資産＝負債＋純資産」という関係が成り立ち、資産＜負債の場合は赤字となります。 

 

②行政コスト計算書 

 ・行政サービスの提供に係るコスト及び収入を明らかにします。 

 ・コストには、減価償却費や退職手当（退職給与）引当金等が計上されます。 

 ・「経常行政コスト － 経常収益（使用料・手数料等） ＝ 純経常行政コスト」という関係が

成り立ち、純経常行政コストは、原則として一般財源（市税、交付税等）や補助金受入等

で負担されます。 
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③資金収支計算書 

 ・年度内における資金の収入及び支出を明らかにし、年度末の資金残高を計算します。 

 ・資金の調達原泉（税収・公債・補助金等）及び使途（人件費・資産整備・公債の償還）     

を明らかにします。 

 

④純資産変動計算書 

 ・貸借対照表にある「純資産」が、１年間にどのように変動したかを表します。 

 ・財源の調達原泉及び財源の使途を明らかにします。 

 ・一般財源や補助金が行政コストを上回れば、純資産は増加します。 

 

 

 

□ 財務諸表の作成にあたって 

本市では、総務省が平成１９年１０月に公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」

の第３部「総務省方式改訂モデル（いわゆる「総務省改訂モデル」）に基づく財務書類作成

要領」に則って作成しました。 

 

【参考】総務省改訂モデルの特徴 

執行（歳入・歳出）の取扱 決算統計からの組み換え 

→段階的に、複式簿記を導入 

固定資産の算定方法 過去の建設事業費の積上げにより算定 

→段階的に固定資産情報を整備 

固定資産の算定方法 売却可能資産は時価評価 

台帳整備 段階的整備を想定 

→売却可能資産、土地を優先 

 

 

 ① 作成基準日は平成２３年３月３１日現在とし、平成２３年４月１日から５月３１日まで

の出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとして処理しています。 
 
 

② 作成にあたっては、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」のデータを基礎数値と

しました。このため、昭和４３年以前に形成された資産は、原則含まれていません。しか

し、売却可能資産については、昭和４３年以前の資産も計上しています。 
 
 

③ 住民福祉の増進を目的とし、利益追求の概念を持たず、清算が予定されていない地方自

治体の財務諸表と、民間企業の財務諸表とでは、その意味するところが異なるので、単純

に比較ができないことに留意する必要があります。 
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３．普通会計ベースの財務諸表の説明・分析 

 

（※）普通会計とは、会計範囲の異なる地方公共団体間の財政状況を比較しやすくするために 

地方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。 

具体的には、平成２２年度における本市の普通会計は次のとおりです。 

・一般会計 ・住宅新築資金等特別会計 ・公共用地先行取得等特別会計 

 

 

あ① 貸借対照表  

 

 （１）用語の説明 

【資産の部】 

・有形固定資産 

資産形成に支出された昭和４４年度以降の普通建設事業費を資産価格とし、土地以外

の資産については、定額法により資産価値がゼロになるまで減価償却を行っています。 

  （ⅰ）減価償却開始年度 

    取得年度の翌年度から開始 

  （ⅱ）耐用年数の変更【主なもの】 

「農林水産業費」 林道 ４８年 

 海岸保全 ３０年 

「土木費」 道路 ４８年 

 海岸保全 ３０年 

 都市計画（街路） ４８年 

  （ⅲ）資産形成費用のうち事業費支弁人件費など、資産を取得するために直接要したと

認められない費用は、資産計上額に含めません。（本市は平成 19 年度分から控除。） 

  （ⅳ）売却可能資産の計上 

    平成２１年度末及び平成２２年度末時点における売却可能資産の時価評価額を計上。 

 

・投資等 

公益法人等への出資金、貸付金、流動性の低い特定目的基金、土地開発基金、定額運

用基金の現在高を計上しています。 

 

・流動資産 

基金のうち流動性の高い財政調整基金、減債基金のほか、歳入決算額から歳出決算額

を差し引いた歳計現金、市税等の未収金を計上しています。 
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【負債の部】 

・固定負債 

基準日における市債残高のうち、流動負債となる平成２３年度償還予定額を除いた額

を地方債の欄に計上しています。 

また、基準日に職員全員が普通退職したことを想定した場合に支払われる退職金の推

計額、及び本市から退職手当組合に対する負担金累計額と、退職手当組合から本市への

給付金累計額の差額を退職給与引当金に計上しています。 

・流動負債 

基準日における市債残高のうち平成２３年度償還予定額と、賞与引当金（平成２３年

６月賞与支給額の４／６）を計上しています。 

 

【純資産の部】 

・国庫支出金・県支出金 

有形固定資産の形成に充てられた国、県支出金の累計額を計上しています。なお、土

地以外の有形固定資産に充てられたものについては、資産と同様に減価償却をしていま

す。 

・一般財源 

資産と負債の差である純資産から、国･県支出金を差し引いた額を計上しています。 

 

 

 （２）平成２２年度末の状況 

   平成２２年度末の本市の貸借対照表における資産、負債及び純資産の状況は、次のとお

りです。 

資産の部 【平成２２年度】 参考【平成２１年度分】 

有形固定資産（土地、建物等） ９５６ 億円（85.３％） ９４６ 億円（8５.７％）

投資等（基金等） ９８ 億円（ 8.７％） ９８ 億円（ ８.９％）

流動資産（現金・預金等） ６６ 億円（ ６.０％） ６０ 億円（ ５.４％）

合  計 １，１２０ 億円 １，１０４ 億円 

 

負債の部 【平成２２年度】 参考【平成２１年度分】 

固定負債（地方債等） ３６２ 億円（9２.８％） ３４７ 億円（91.9％）

流動負債（地方債償還金） ２８ 億円（ ７.２％） ３１ 億円（ 8.1％）

合  計 ３９０ 億円 ３７８ 億円 
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純資産の部 【平成２２年度】 参考【平成２１年度分】 

公共資産等整備国県補助金等 ２１６ 億円（  29.６％） ２１０ 億円（  29.0％）

公共資産等整備一般財源等 ６３３ 億円（  8６.７％） ６３１ 億円（  87.0％）

その他一般財源 △１１９ 億円（△16.３％） △１１５ 億円（△16.0％）

資産評価差額 ０ 億円（   0.0％） ０ 億円（   0.0％）

合  計 ７３０ 億円 ７２６ 億円 

 

① 昭和４４年度から平成２２年度までに形成された資産合計は１，１２０億円、一方、負

債合計は３９０億円であり、その差である純資産合計は７３０億円となっています。 

 

② 資産の部では、土地、建物等の有形固定資産や売却可能資産が９５６億円で、資産合計

の８５．３％を占めています。そのほか、基金、貸付金、未収金など、合計１６４億円   

（１４．７％）となっています。 

 

③ 負債の部では、地方債、長期未払金、退職手当引当金の固定負債が合わせて３６２億円

で、負債合計の９２．８％を占めており、残りが流動負債である地方債翌年度償還予定額

の２６．０億円、及び賞与引当金の２．３億円となっています。 

 

④ 純資産の部では、公共資産等整備国県補助金等（純資産として計上された公共資産整備

のうち国県補助金等の投入累計額）が合わせて２１６億円（全体の２９．６％）、公共資産

等整備一般財源等（純資産として計上された公共資産整備のうち一般財源の投入累計額）

が６３３億円（全体の８６．７％）、その他一般財源等が△１１９億円（全体の△１６．３％）

を占めています。 

 

 

【補足説明】純資産の部 その他一般財源がマイナスになる理由 

  資産形成が伴わない負債が存在し、その支払に対する積立がなされていないためです。 

  例えば、臨時財政対策債を起債し、経常的支出に充てた場合、貸借対照表上では以下の

とおりとなります。 

 

 （例：退職手当引当金 ２００千円計上） 

[資産の部] 

            ０ 

[負債の部] 

 地方債       ２００ 

[純資産の部] 

 その他一般財源等 △２００ 

 

  このような負債は、将来の税収等の一般財源により賄わなければならないため、その他 

一般財源等のマイナスとして表示されます。 
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□ 有形固定資産世代間負担割合 

 

社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、その資産形成に充てられた財源である純資産

と、負債における地方債の割合を見ることによって【表１】のとおり、これまでの世代で既に

負担された分と将来の世代で負担する分の割合が分かります。 

【表１】 

区分 平成２２年度 【参考】平成２１年度 

これまでの世代で負担した

もの 

６２，３５８百万円 

（６５．３％） 

６２，５８５百万円 

（６６．２％） 

将来の世代で負担するもの 

（平成２２年度末起債残高） 

３３，２０４百万円 

（３４．７％） 

３１，９８７百万円 

（３３．８％） 

公共資産 合計 ９５，５６２百万円 ９４，５７２百万円 

 

□ 純資産構成比 

企業の財務分析における自己資本比率に相当する純資産構成比率を見ることによって、 

【表２】のとおり、本市にストックされた資産のうち、返済義務を負わない資産がどれくらい

の割合を占めるのかがわかります。 

【表２】 

区分 平成２２年度 【参考】平成２１年度 

純資産 【A】 ７２，９５１百万円 ７２，５７２百万円 

資 産 【B】 １１１，９８５百万円 １１０，３９３百万円 

純資産構成比率【A】/【B】 ６５．１％ ６５．７％ 

 

 

□ 市民一人あたりの将来の財政負担 

負債における地方債残高（翌年度償還予定額を含む）を人口で除することにより【表３】の

とおり、市民一人あたりの将来負担額を表すことができます。 

【表３】 

区分 平成２２年度 【参考】平成２１年度 

地方債現在高 

（翌年度償還予定額含）【A】 
３３，２０４百万円 ３１，９８７百万円 

年度末住民基本台帳人口【B】 ７１，８７４人 ７２，３９１人 

市民１人あたり将来負担額 

【A】/【B】 
４6２千円 ４４２千円 
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（３）貸借対照表経年比較 

 

 過去から現在に至る資産の形成や資金の調達状況など、バランスシートにおける各種データ

を【表４】のとおり経年比較・分析することにより、財政運営の推移や特徴をより細やかに把

握することができます。 

【表４】                               （単位：千円） 

Ａ
市民

１人当たり
B

市民
１人当たり

Ａ－Ｂ
市民

１人当たり
【資産の部】
１　公共資産
（１）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全 39,352,643 548 37,737,793 521 1,614,850 27
②教育 25,330,875 352 24,909,402 344 421,473 8
③福祉 3,031,322 42 3,197,299 44 △ 165,977 △ 2
④環境衛生 3,790,097 53 3,885,855 54 △ 95,758 △ 1
⑤産業振興 16,651,778 232 17,304,491 239 △ 652,713 △ 7
⑥消防 1,220,434 17 1,196,054 17 24,380 0
⑦総務 5,206,051 72 5,312,016 73 △ 105,965 △ 1
有形固定資産合計 94,583,200 1,316 93,542,910 1,292 1,040,290 24
（２）売却可能資産 978,350 14 1,028,661 14 △ 50,311 0

公共資産合計 95,561,550 1,330 94,571,571 1,306 989,979 24

２　投資等
（１）投資及び出資金
①投資及び出資金 3,169,204 44 3,141,480 43 27,724 1
②投資損失引当金 0 0 0 0 0 0
投資及び出資金計 3,169,204 44 3,141,480 43 27,724 1
（２）貸付金 12,965 0 17,108 0 △ 4,143 0
（３）基金等
①退職手当目的基金 0 0 0 0 0 0
②その他特定目的基金 5,594,034 78 5,693,538 79 △ 99,504 △ 1
③土地開発基金 684,798 9 684,798 9 0 0
④その他定額運用基金 4,000 0 4,000 0 0 0
⑤退職手当組合積立金 0 0 0 0 0 0
基金等計 6,282,832 87 6,382,336 88 △ 99,504 △ 1
（４）長期延滞債権 410,603 6 402,409 6 8,194 0
（５）回収不能見込額 △ 98,809 △ 1 △ 84,156 △ 1 △ 14,653 0

投資等合計 9,776,795 136 9,859,177 136 △ 82,382 0

３　流動資産
（１）現金預金
①財政調整基金 4,585,597 64 3,782,337 52 803,260 12
②減債基金 992,386 14 990,262 14 2,124 0
③歳計現金 977,576 13 1,086,013 15 △ 108,437 △ 2
現金預金計 6,555,559 91 5,858,612 81 696,947 10
（２）未収金
①地方税 114,412 2 126,404 2 △ 11,992 0
②その他 16,716 0 14,099 0 2,617 0
③回収不能見込額 △ 39,042 △ 1 △ 36,398 △ 1 △ 2,644 0
未収金計 92,086 1 104,105 1 △ 12,019 0

流動資産合計 6,647,645 92 5,962,717 82 684,928 10

資産合計 111,985,990 1,558 110,393,465 1,524 1,592,525 34

平成２２年度 平成２１年度 前年度比較
借方
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Ａ
市民

１人当たり
B

市民
１人当たり

Ａ－Ｂ
市民

１人当たり
【負債の部】
１　固定負債
（１）地方債 30,605,192 426 29,155,014 403 1,450,178 23
（２）長期未払金
①物件の購入等 222,041 3 222,041 3 0 0
②債務保証又は損失補償 0 0 0 0 0 0
③その他 0 0 0 0 0 0
長期未払金計 222,041 3 222,041 3 0 0
（３）退職手当引当金 5,381,020 75 5,375,821 74 5,199 1
（４）損失補償等引当金 163 0 82 0 81 0
固定負債合計 36,208,416 504 34,752,958 480 1,455,458 24

２　流動負債
（１）翌年度償還予定地方債 2,599,175 36 2,831,975 39 △ 232,800 △ 3
（２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 0 0 0 0 0 0
（３）未払金 0 0 0 0 0 0
（４）翌年度支払予定退職手当 0 0 0 0 0 0
（５）賞与引当金 227,122 3 236,647 3 △ 9,525 0
流動負債合計 2,826,297 39 3,068,622 42 △ 242,325 △ 3

負債合計 39,034,713 543 37,821,580 522 1,213,133 21

【純資産の部】
１　公共資産等整備国県補助金等 21,613,058 301 21,029,822 291 583,236 10
２　公共資産等整備一般財源等 63,276,291 880 63,121,216 872 155,075 8
３　その他一般財源等 △ 11,938,072 △ 166 △ 11,579,153 △ 161 △ 358,919 △ 5
４　資産評価差額 0 0 0 0 0 0

純資産合計 72,951,277 1,015 72,571,885 1,002 379,392 13

負債・純資産合計 111,985,990 1,558 110,393,465 1,524 1,592,525 34

貸方
平成２２年度 平成２１年度 前年度比較
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【減価償却に用いる耐用年数】 

○耐用年数      

区分 耐用年数 区分 耐用年数 

１ 総務費    ７ 土木費    

（１）庁舎等 50  （１）道路 48  

（２）その他 25 ※ （２）橋りょう 60  

２ 民生費   （３）河川 49  

（１）保育所 30  （４）砂防 50  

（２）その他 25 ※ （５）海岸保全 30  

３ 衛生費 25  （６）港湾 49  

４ 労働費 25 ※ （７）都市計画   

５ 農林水産業費     ア 街路  48  

（１）造林 25 ※   イ 都市下水路  20  

（２）林道 48    ウ 区画整理 40  

（３）治山 30    エ 公園 40  

（４）砂防 50    オ その他 25 ※

（５）漁港 50  （８）住宅 40  

（６）農業農村整備 20  （９）空港 25 ※

（７）海岸保全 30  （10）その他 25 ※

（８）その他 25 ※ ８ 消防費   

６ 商工費 25 ※ （１）庁舎 50  

   （２）その他 10  

※は別途調査に基づく平均的な 

有形固定資産の耐用年数 

 ９ 教育費 50  

 10 その他 25 ※
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あ② 行政コスト計算書  

 

（１）行政コスト計算書とは 

  行政コスト計算書とは、企業でいう「損益計算書」と同等なもので、一定期間(一会計期間)

における経営成績を報告する財務書類です。企業では、「収益－費用＝利益」という式が成り

立ち、収益を追求するわけですが、地方公共団体は純粋に利益だけを追求するわけではない

ことから、損益計算書と呼ばず「行政コスト計算書」と呼んでいます。 

  行政活動は、道路、公園、公共施設の将来の世代にも利用できる社会資本の形成だけでは

なく、登録・証明、社会保障、ごみ処理等の人的サービスや給付サービスなど、資産として

は残らない行政サービスが大きな比重を占めています。 

  この行政サービスの提供にあたって、どのようなコストがかかっているか、直接的に現金

支出された経費だけではなく、減価償却費や職員の退職給与引当金なども含めた必要コスト

の総額を明らかにし、行政活動の内容や効率性を把握･検討するため、行政コスト計算書を作

成しました。 

 

□ 行政コスト計算書の作成にあたって 

① 計上コストの範囲 

現金の支出だけではなく、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非現金

支出を加味し計上しています。 

② 行政コストの分類 

    行政分野別ごとに、その性質別の内訳を示すこととし、目的別経費と性質別経費を合

わせた行列としました。 

    目的別経費は、生活インフラ・国土保全、教育、福祉、環境衛生、産業振興などの行

政分野ごとに分類し、性質別経費は、次のように、4 つに分類しています。 

 

  ア 「人にかかるコスト」・・・・人件費、退職給与引当金、賞与引当金 

  イ 「物にかかるコスト」・・・・物件費、維持補修費、減価償却費 

  ウ 「移転支出的なコスト」・・・社会保障給付、補助金等、繰出金、普通建設事業費の 

うち他団体等への補助金等 

  エ 「その他のコスト」・・・・・公債費等（利子分のみ）、回収不能見込計上額 
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（２）平成２２年度の状況 

 

１ 平成２２年度における本市の行政コスト計算書を見てみると、行政活動の中で資産として形成

されたものを除いた、経常行政コストの総額は約２５５億円となっており、そのうち、最も大き

いのが社会保障給付約６３億円（２４.８％）、次に特別職、議員、職員等の人件費が約４１億円 

（1６.０％）、次に補助金等が約３７億円（14.６％）となっています。 

 

２ 行政目的別にみると、福祉に係るコストが約１０１億円（３９.７％）と最も多く、扶助費が大

きな割合を占めています。前年度と比較すると約２億円の減少となっています。次に産業振興に

係るコストが約４７億円（1８.５％）と多く、水路等の取得財産にかかる減価償却費や補助金等

（各種団体等に対する負担金、補助金）が多くなっています。また、教育に係るコストが約２７

億円（1０.４％）となっており、主に物件費、学校校舎・社会教育施設等の減価償却費が占めて

います。 

 

  ３ これらの経常行政コストに対して経常収益は総額約８.６億円で、その内訳は受益者等からの使

用料、手数料等が約３.５億円、分担金・負担金・寄附金が約５.１億円となっていますが、経常行

政コストの約３.４％にすぎず、残りは国県支出金や、普通交付税、市税等の一般財源で賄われて

います。 
 
 

□ 市民１人あたりの行政コスト 
 

 経常行政コストを、平成２３年３月３１日現在の柳川市住民基本台帳人口７１，８７４人で除して、

市民１人あたりの経常行政コストを算出すると約３５万５千円となっています。一方、１人あたり経常

収益は約１万２千円となっています。 

 これらを差し引いた約３４万３千円が、市民１人あたりの純経常行政コストとなります。 

 

 【表１】 

区分 平成２２年度 【参考】平成２１年度 

経常行政コスト ２５，４９２百万円 ２３，９６２百万円 

１人あたり経常行政コスト ３５万５千円 ３３万１千円 

経常収益 ８６３百万円 ８６５百万円 

１人あたり経常収益      １万２千円      １万２千円 

純経常行政コスト ２４，６２９百万円 ２３，０９７百万円 

１人あたり純経常行政コスト ３４万３千円 ３１万９千円 

（参考）年度末住民基本台帳人口 ７１，８７４人 ７２，３９１人 
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□ 行政コスト対有形固定資産（資産総額比率） 
 

 行政目的別に、各分野の有形固定資産の総額に対する経常行政コストの比率【表２】をみますと、「福

祉」はコストの比率が非常に大きくなっており、給付や人的サービスが中心であることを示しています。 

 逆に「生活インフラ・国土保全」、「教育」、「産業振興」は経常行政コストの比率が非常に小さくなっ

ており、有形固定資産の形成が中心であることを示しています。 

 

【表２】                               （単位：千円、％） 

平成２２年度 
有形固定資産 

【Ａ】

経常行政コスト 

【Ｂ】 

比率 

【Ｂ／Ａ】 

生活インフラ・国土保全 39,352,643 2,061,663 5.24

教育 25,330,875 2,660,451 10.50

福祉 3,031,322 10,116,188 333.72

環境衛生 3,790,097 1,793,468 47.32

産業振興 16,651,778 4,723,887 28.37

消防 1,220,434 775,355 63.53

総務 5,206,051 2,497,894 47.98

 

平成２１年度 
有形固定資産 

【Ａ】

経常行政コスト 

【Ｂ】 

比率 

【Ｂ／Ａ】 

生活インフラ・国土保全 37,737,793 2,026,233 5.37

教育 24,909,402 2,716,261 10.90

福祉 3,197,299 10,332,337 323.16

環境衛生 3,885,855 1,795,930 46.22

産業振興 17,304,491 2,868,752 16.58

消防 1,196,054 779,071 65.14

総務 5,312,016 2,524,708 47.53
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あ③ 資金収支計算書  

 

（１）資金収支計算書とは 

  資金収支計算書とは、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を、性質の異なる３つの区分（活動）に

分けて表示した財務書類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・

財務的収支の部」です。 

  まず「経常的収支の部」には、人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が計上されて

おり、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。 

  次に「公共資産整備収支の部」には、公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金・起

債などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が表示さ

れます。 

  最後に「投資・財務的収支の部」には、出資、貸付、基金の積み立て、地方債の償還などによる支

出と、その財源である補助金、地方債、貸付金元金の回収などの収入が計上されており、投資活動や

地方債の返済などによる資金の出入りの状況が表示されます。 

  このように、資金収支計算書からは、地方自治体のどのような活動に資金が必要とされ、それをど

のように調達したのかが分かるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、または使用し

ているかを読み取ることができます。 

  資金収支計算書の３つの区分は、「経常的収支の部」で生じた収支剰余（黒字）で、「公共資産整備

収支の部」と「投資・財務的収支の部」の収支不足（赤字）を補てんするという関係になります。結

果的に、「経常的収支の部」の黒字よりも、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」の

合計赤字が大きい場合は、期首にあった歳計現金が減少していることを表します。 

 

 

（２）平成２２年度の状況 

 

  １ 経常的収支の部 

   柳川市では、社会保障給付が約６，３２０百万円、人件費が約４，７０５百万円、補助金等が   

約３，７１２百万円など、合計で約２０，７７０百万円の経常的な支出があります。 

   これに対し、地方交付税が約９，７１３百万円、地方税が約６，０９４百万円、国県補助金等が

約５，７８０百万円など、合計で約２７，２０５百万円の日常行政サービスのための支出を賄う収

入があります。 

 なお、地方債発行額として約３，３５７百万円が計上されていますが、これは、日常の行政サー

ビスの財源として発行した臨時財政対策債の約１，６０６百万円、国営筑後川下流土地改良事業繰

上償還負担金の約１，７４９百万円及び公共資産整備に分類できない（資産形成ではなく、機能回

復である）災害復旧事業債の約２百万円がその内訳となっています。 

   これらより、収入支出の差額約６，４３４百万円の黒字が、公共資産整備や地方債償還に充当さ
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れることとなります。 

 

  ２ 公共資産整備収支の部 

   支出には、地方自治体で社会資本を整備する公共資産整備支出、他団体に補助金を支出して公共

資産を整備する公共資産整備補助金支出等、及び他会計への繰出金や補助費等のうち建設事業に充

てられるものが計上されます。 

   柳川市の場合、公共資産整備に関する平成２２年度の支出総額が約５，２３３百万円となってお

り、それに対する収入は、国県補助金等が約１，８７５百万円、地方債発行額が約１，１４４百万

円、基金取崩額が約１０９百万円等、合計約３，１８３百万円となっております。 

   これらより、収入支出の差額が約２，０５０百万円の赤字となっておりますが、これは経常的収

支、すなわち一般財源で賄われたことを意味します。 

 

  ３ 投資・財務的収支の部 

   支出には、地方債の償還額や、他会計の地方債償還に充当するための繰出金や補助金、他団体等

に対する出資、貸付金、基金への積立額などが計上されます。 

   柳川市の場合、地方債償還額が約３，２９５百万円のほか、他会計等への公債費充当財源繰出支

出が約５００百万円、貸付金が約４２０百万円など、合計約５，０４５百万円が計上されています。 

   これに対し、収入には、支出の財源となった貸付金の回収額の約４２３百万円や、公共資産等売

却収入約３８百万円など、合計約５５２百万円が計上されています。 

   これらより、収入支出の差額が約４，４９３百万円の赤字となっておりますが、これも一般財源

で賄われたことを意味します。 

 

  ４ 総括 

   これらにより、柳川市では、平成２２年度の収入総額が約３０，９４０百万円、支出総額が    

約３１，０４８百万円となり、差し引き約１０８百万円の歳計現金が減少し、期末の歳計現金残高

は、約９７８百万円となっています。 
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あ④ 純資産変動計算書  

 

（１）純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。 

純資産の部は、今までの世代が負担してきた資産を表す部分ですので、この１年間で今までの世代

が負担してきた資産の増減がわかることになります。 

 

 

（２）平成２２年度の状況 

 

  １ 純経常行政コストと財源 

   純経常行政コストの金額に対して、一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程度あるか

を見ることにより、純行政コストが受益者負担以外の経常的な財源により、どの程度賄われている

かが分かります。 

   柳川市では、平成２２年度の純経常行政コストが約２４，６２９百万円となっています。 

それに対して収入は、地方税など経常的一般財源が約１７，３８０百万円、経常的なコストに対

する補助金が約６，０８７百万円、総額約２３，４６７百万円となっており、差し引き約１，１６２

百万円の赤字となっております。これは、純行政コストを、市税や普通交付税など、経常的な収入

により賄うことができず、留保された財源が投入されたことを示しています。 

   

  ２ 臨時損益 

   経常的なコストや財源のほかに、公共資産の除売却や第三セクター等に対する債権の放棄など、

臨時的な要因によるコストや収入の発生を表します。 

   柳川市では、災害復旧事業費の約６４百万円のほか、公共資産の売却に伴う利益の約３８百万円

等があります。また、損失補償等引当金繰入等に計上している１６３千円は、柳川市中小企業者等

経営安定資金融資制度による貸付について、償還が滞ったことによる損失額の一部を、柳川市損失

補償契約に基づき、福岡県信用保証協会に対して行った補償の額を表しています。 

 

  ３ 科目振替 

   この項目は、資本的な収入及び支出に伴う純資産内部の振替の発生を表します。具体的には、以

下のとおりです。 

① 公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入 

    これは、財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出資金の財源とし

て使用されることにより、公共資産等整備一般財源として拘束されることを表します。 

柳川市では、約１，９６２百万円の一般財源が公共資産整備に、約４６１百万円の一般財源が
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貸付金・出資金等に投入されたことを表します。 

 

② 公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収等による財源増 

これは、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出資金等

の回収により、使途の自由な一般財源として回収されたことを表します。 

柳川市では、貸付金・出資金等へ約４６１百万円の一般財源を投入し、貸付金・出資金等の回

収等による財源増により約５６１百万円の一般財源が回収されたことが分かります。 

 

③ 減価償却による財源増 

これは、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減価償却（価値の減少）

に伴い、一般財源として回収されたことを表します。 

柳川市では、約３，５７１百万円のうち国県補助金等を財源とする約９８４百万円、一般財源

等を財源とする約２，５８７百万円が、公共資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一般財

源等から、その他一般財源へそれぞれ振り替えられています。 

なお、減価償却費は行政コスト計算書に計上されているため、純経常行政コストに含まれてい

ます。よって、その他一般財源等は結果的に増減せず、公共資産等整備国県補助金等及び公共資

産等整備一般財源等のみが減少することになります。 

 

④ 地方債償還に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより、公共資産等整備の財源

のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わることとなります。すなわち、公

共資産等整備財源として発行した地方債を償還ということは、公共資産等整備への財源投入と同

じ性質を持つということです。したがって、公共資産等整備への財源投入と同様に、償還額をそ

の他一般財源等から公共資産等整備一般財源等へ振り替える必要があります。 

柳川市では、社会資本整備の財源として発行していた地方債約２，６７４百万円を一般財源で

償還したため、これが公共資産等整備一般財源として拘束されたことを表しています。 

 

⑤ 総括 

これらの純資産変動の結果、柳川市では全体として約３７９百万円の純資産の増加がありまし

たが、この内訳としては、公共資産等に投下された国県補助金等が約５８３百万円の増加、公共

資産等に投下された一般財源等が約１５５百万円の増加、非拘束的な一般財源が約３５９百万円

減少となっております。 
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４．連結財務諸表について 

 

①連結財務諸表の概要について 

  柳川市が行っている行政サービスには、先ほど説明した普通会計で行うもののほかにも、上下水道事業

や国民健康保険事業など、市民の皆様の生活に密着した様々なものがあり、それぞれ「特別会計」におい

て管理運営を行っています。 

  これらを踏まえると、市の財政状況を全体的に考える場合には、上記のような市が関係する会計をはじ

め、出資等を行っている団体まで含めることが適当であるため、連結財務諸表では、普通会計を含めた「市

の全ての会計」に、一部事務組合、広域連合、地方三公社、第三セクター、独立行政法人まで加えること

とされています。 

 

②連結対象範囲について 

本来、それぞれの会計ごと、一部事務組合ごとに財務諸表を作成し、そのうえで全てを連結させる

必要がありますが、福岡県市町村職員組合、福岡県自治振興組合、福岡県市町村災害共済基金組合、

福岡県南広域水道企業団、福岡県後期高齢者医療広域連合、福岡県介護保険広域連合については、現

時点（平成２３年８月１８日現在）では未作成、もしくは作成済みですが構成団体間の按分比率が未

確定であるため、今回は連結を見送っています。 

そのため、現時点で可能な限りの連結をした連結財務諸表を公表します。 

今回、連結対象とする会計の範囲は、以下のとおりです。 

 

（ⅰ）自会計  

・普通会計（※１参照） 作成済。 

・水道事業会計 作成済。 

・下水道事業特別会計 作成済。 

・国民健康保険特別会計 作成済。 

・老人保健特別会計 作成済。 

・後期高齢者医療特別会計 作成済。 

（ⅱ）一部事務組合  

・福岡県市町村職員組合 今回、見送り。 

・福岡県自治振興組合 今回、見送り。 

・福岡県市町村災害共済基金組合 今回、見送り。 

・福岡県南広域水道企業団 今回、見送り。 

・福岡県後期高齢者医療広域連合 今回、見送り。 

・福岡県介護保険広域連合 今回、見送り。 

・柳川みやま土木組合 作成済。 

・東山老人ホーム組合 作成済。 

・有明広域葬斎施設組合 作成済。 

・大川柳川衛生組合 作成済。 

・花宗太田土木組合 作成済。 

（ⅲ）出資団体  

・柳川市土地開発公社 作成済。 
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③連結財務諸表（概略） 

  連結財務諸表の相互関係を表したものが、以下のとおりとなります。 

 

資産形成に資するもの 

（普通建設事業、貸付金、基金 等） 
全会計（歳入・歳出）

資産形成以外のもの 

（人的サービス、給付サービス 等）

     

【貸借対照表】  【行政コスト計算書】 

 

 

①資産 

１，４２４億円 

 

 

 

 

 

 

うち資金（現金） 

８６億円 

 

 

②負債 

５２７億円 

 ④経常行政コスト 

３６５億円 

⑤経常収益 

８４億円  

  人にかかるコスト 

５２億円 

 使用料・手数料 

４億円  

 

物にかかるコスト 

８５億円 

分担金・負担金・寄付金 

４２億円  

純資産 

③＝（①－②） 

８９７億円 

 保険料 

２４億円  

 

移転支出的なコスト 

２１８億円 

事業収益 

１３億円  

 その他 

  １億円  

 
純経常行政コスト 

２８１億円 
 その他のコスト 

１０億円  

                     

【資金収支計算書】  【純資産変動計算書】 

 経常的収支の部 

７０億円 

 

 

純経常行政コスト 

△２８１億円  

公共資産整備収支の部 

△２０億円 

 一般財源（市税・交付税等） 

１７４億円  

 国県支出金 

１１２億円 
投資・財務的収支の部 

△５０億円 

 

 その他 

０億円  

当年度資金（現金）増減額 

０億円 

 純資産当年度増減額 

５億円  

期首資金（現金）残高 

８６億円 

 期首純資産残高 

８９２億円  

期末資金（現金）残高 

       ８６億円 

 期末純資産残高 

８９７億円  

 

※連結財務諸表の作成において、普通会計の基準に揃えるため、連結対象法人等の財務諸表を、修正や

組み替える場合があります。 

※連結対象団体の資産や負債は、市に帰属するものではありません。 
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